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研究要旨 
名古屋医療センター専門外来通院中の PLHIV（People Living with HIV）に対し、

職域における HIV に関する不適切事例の有無について匿名アンケート調査を行っ

た。回答者は 322 人であった。回答者の 92%が就労していたが、自身の HIV ステ

ータスを職場で公表していたのは回答者の 28.5%であった。職場に HIV や差別に

関するポリシーやガイドラインについて知っているとした回答は 18%であり、HIV
ステータスに関わらず、ガイドラインの周知が必要であることが示唆された。 

 
Ａ．研究目的 
抗 HIV 治療薬の進歩により、HIV と共に生

きる人 （々PLHIV）の長期寿命が期待できるよ

うになった結果、PLHIV と HIV の感染リスク

にさらされている人々の QOL 改善や差別偏見

やスティグマの撤廃が強化されてきている。特

に差別偏見やスティグマの撤廃には HIV やエ

イズに対する最新かつ科学的に正しい知識の

普及啓発が不可欠である。 
我々は先行研究で、職域では、平成 30 年 3

月の内閣府「HIV 感染症・エイズに関する世論

調査（以下内閣府調査）」時と変わらずエイズの

知識の普及啓発が進んでいないことを明らか

にした。また研究協力機関に対し、郵送検査キ

ットによる HIV スクリーニング検査機会の提

供と同時に HIV 感染症・エイズについての講

演も行ってきた。 
本研究では PLHIV の職場での HIV に関す

る不適切事例の有無を調査すべくアンケート

調査を行った。 
 

Ｂ．研究方法 
2024 年 5 月 1 日～7 月 31 日に専門外来を受

診した当科患者にアンケート回答のお願いを

呼び掛けた。日本語のみのアンケート作成では

あったが、数人医療通訳を介した回答が行われ

た。回答は無記名で回答することで研究参加同

意とした。インタビュー調査可能な回答者には

自身の病院ＩＤの記入を依頼し、後日、電話で

調整を行った。 
URL:https://forms.gle/UPVzkz79MxZ4fvNk9 

 また各職場での HIV に対する意識調査とし
て HIV 検査機会が提供された事業所と HIV 検
査機会が提供されたことのない事業所に対し
てアンケート調査を行った。アンケート協力事
業所は下記の通り。 
 ギリアド・サイエンシズ株式会社 
 株式会社 メディカルレビュー社 

https://forms.gle/UPVzkz79MxZ4fvNk9


 ジェイ エイ シー リクルートメント 
 株式会社エム・シー・アイ 
 株式会社メディカルノート 
 H.U. ウェルネス株式会社 
 アストラゼネカ株式会社 
 グラクソ・スミスクライン株式会社 
 ヴィーブヘルスケア株式会社 
（倫理面への配慮） 
名古屋医療センターの倫理審査を受審後行っ

た。（2023-047） 
 
Ｃ．研究結果 
1.回答患者属性（表 1） 
合計 322人から回答を得た。年齢の中央値は 49
歳（range:20～74 歳）で、男性 309 人（96.3%）、

女性 12 人（3.7%）であった。性指向は 74.9%
がゲイ、13.2%がバイセクシャルであった。婚

姻状況は過去に1度も結婚したがことがない未

婚の PLHIV が 77.0%を占めていた。学歴は

37.5%が大卒で最も多く、続いて高卒（31.9%）、

専門学校卒（13.4%）と続いた。仕事は会社勤

務が 35.1%と最も高く、続いてパートアルバイ

ト（11.2%）、派遣・契約社員(10.9%)と続いた。

無職は 5.9%だった。業種は製造業が 20.0%と

最も高く、続いて医療・福祉（17.0％）、その他

サービス業（11.0%）と続いた。独居が 42.7%
と最も多く、続いて自分以外に 1 人（2 人住ま

い）が 29.9%であった。世帯年収は 200~299 万

円が 15.4%と最も多く、300~399万円（14.7%）、

200 万円未満(13.8%)と続いた。HIV 治療を開

始して10年以上経過しているPLHIVが54.2%
にのぼった。 
2.HIV と職場について（表 2） 
雇用主や上司・同僚に HIV ステータスを公表

したことがある PLHIV は 28.5%であった。職

場で HIV ステータス（つまり HIV 陽性）に基

づいてネガティブな結果や差別的行動に直面

したことは 7.4%が経験していた。HIV ステー

タスによる昇進やキャリア形成に障壁を感じ

たことがあるのは 15.3%であった。雇用機会の

拒否や職探しに困難を経験したことがあるの

は 11.4%であった。HIV ステータスに関する機

密の漏洩に直面したことがあるのは 8.7%、適

切な配慮やサポートを受けたことがあるのは

11.8%であった。 
アンケート内では職域での不適切対応事例経

験者に対し、インタビュー調査への協力を呼び

かけた。協力申し出者は 136 人に上ったが、そ

のうち職場で HIV ステータスを公表していた

のは 46 人（33.8%）であった。公表していない

PLHIV は「公表していないので直接差別は経

験していない」「公表はしていないが、特定のセ

クシュアリティについて揶揄しているのを聞

いた」といった事例が寄せられた。令和 6 年度

はインタビューは 7 人に対し行った。 
 
Ｄ．考察 
当院の定期通院者数がおよそ 1700 人程度であ

ることを考慮すると、本アンケート調査におよ

そ定期通院者の 20%から回答を得た。HIV ステ

ータスを公表している PLHIV が 28.5%と低いこ

とから、公表していないが故に HIV を理由とし

た職場での不適切な対応を直接経験したこと

がないことが予想された。職場での HIV および

差別に関するポリシーやガイドラインについ

て知っている PLHIV は 18%と低く、HIV ステー

タスにかかわらず、ガイドラインが存在するこ

とを周知することが必要であると考えられた。 

 

Ｅ．結論 
当院定期通院中の PLHIV に対し、アンケート

調査を行った。90%以上が就労していて、3 割



弱の PLHIV が自身の HIV ステータスを職場

で公表していた。職域における HIV および差

別に関するポリシーやガイドラインが制定さ

れていることを啓発していく必要がある。 
 
Ｆ．健康危険情報 
特になし 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む。） 
１．特許取得 なし 
２．実用新案登録 なし 
３．その他 なし



表１：回答患者属性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年齢 業種

中央値（range） 49(20-74) 公務 13(4.3)

性別 製造業 60(20.0)

男性 309(96.3) 医療・福祉 51(17.0)

女性 12(3.7) 卸売業・小売業 27(9.0)

その他 0(0) 宿泊業・飲食サービス業 17(5.7)

性指向 建設業 16(5.3)

ゲイ 233(74.9) 情報通信業 13(4.3)

ストレート 33(10.6) 運輸業・郵便業 17(5.7)

トランス 4(1.3) 電気・ガス・熱供給・水道業 3(1.0)

バイセクシャル 41(13.2) 金融業・保険業 7(2.3)

婚姻状況 不動産業・物品賃貸業 4(1.3)

現在結婚している。 53(16.5) 教育・学習支援業 14(4.7)

離別、死別 21(6.5) 学術研究・専門・技術サービス 13(4.3)

未婚（過去に結婚したことがない） 247(77.0) 農業・林業・漁業 2(0.67)

最終学歴 鉱業 1(0.3)

中学校 18(5.6) 生活関連サービス業・娯楽業 9(3.0)

高校 102(31.9) その他サービス業 33(11.0)

専門学校 43(13.4) 自分を除いた同居人数

短大・高専 14(4.4) 0人（独居） 137(42.7)

大学 120(37.5) 1人 96(29.9)

大学院 23(7.2) 2人 45(14.0)

現在の就労状況 3人 27(8.4)

1. 会社勤務（一般社員） 113(35.1) 4人 11(3.4)

2. 会社勤務（管理職） 29(9.0) 5人 4(1.3)

3. 会社経営（経営者・役員） 7(2.2) 6人以上 1(0.3)

4. 公務員・教職員・非営利団体職員 22(6.8) 世帯年収

5. 派遣社員・契約社員 35(10.9) 200万円未満 43(13.8)

6. 自営業（商工サービス） 23(7.1) 200～299万円 48(15.4)

7. SOHO 1(0.3) 300～399万円 46(14.7)

8. 農林漁業 1(0.3) 400～499万円 38(12.2)

9. 専門職（弁護士・税理士等・医療関連） 19(5.9) 500～599万円 37(11.9)

10. その他の職業 10(3.1) 600～699万円 29(9.4)

11. パート・アルバイト 36(11.2) 700～799万円 18(5.8)

12. 専業主婦・主夫 4(1.2) 800～899万円 18(5.8)

13. 学生 3(0.9) 900～999万円 7(2.2)

14. 無職 19(5.9) 1000万円以上 28(9.0)



表２：HIV 感染症と職場に関する質問

HIV治療年数

5年未満 59(18.4)

10年未満 86(26.8)

15年未満 84(26.2)

15年以上 90(28.0)

未治療 2(0.62)

職場での経験について

はい 91(28.5)

いいえ 228(71.5)

はい 23(7.4)

いいえ 287(92.6)

はい 17(5.5)

いいえ 293(94.5)

はい 47(15.3)

いいえ 261(84.7)

はい 35(11.4)

いいえ 273(88.6)

はい 56(18.0)

いいえ 255(82.0)

はい 27(8.7)

いいえ 283(91.3)

はい 36(11.8)

いいえ 268(88.2)

はい 10(3.3)

いいえ 297(96.7)

2) 雇用主または上司からHIVステータスに基づいてネガティブな結

果や差別的な行動に直面したことはありますか？

1) 雇用主または上司または同僚にあなたのHIVステータスを公表し

たことがありますか？

9) HIVステータスによる職場でのいじめ、嫌がらせ、または口頭で

の暴言に直面したことはありますか？

8) 職場からHIVステータスに関して、適切な配慮やサポートを受け

たことはありますか？

7) 職場でHIVステータスに関する機密の漏洩に直面したことはあり

ますか？

6) 職場のHIVおよび差別に関するポリシーやガイドラインについて

知っていますか？

5) HIVステータスのために雇用機会が拒否されたり、仕事を見つけ

るのに困難を経験したことがありますか？

4) HIVステータスによる昇進やキャリア形成に障壁を感じたことは

ありますか？

3) HIVステータスに基づく同僚からのスティグマや差別を経験した

ことがありますか？




